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１．研究の背景と目的

◆研究の背景
・少子高齢化の急速な進展により、人口・世帯構造は急激に変化

（核家族化、単身世帯の増加）
・家族の機能の低下・変化
・社会保障、物質的な豊かさ、技術革新により、人々の生活が変化

⇒「全世代型社会保障」の枠組みの検討の必要性

◆研究の目的
・コホートや世帯の属性に注目し、財・サービスと時間の使い方にも注目
し、双方での変化と関係性を示す
・SNAの概念に対応した家計の所得支出勘定や無償労働の評価を世帯主年
齢階層別、世帯類型別に示す
・家計を包括的に理解する枠組み

2



２．先行研究と使用データ
先行研究
◆所得支出勘定の推計
・マクロの整合性を確保しつつ、SNA の家計所得支出勘定を属性別に分割した家
計の世帯主年齢階層年代別等の属性別の所得支出勘定を推計を試み分析。90 年代
後半から消費の増加は、高齢世帯の消費の増加に支えられ、この結果高齢世帯の貯
蓄率が低下。 SNAの貯蓄率低下の約6 割を高齢無職世帯の低下が説明する（河
越・前田(2013) ）
・家計詳細勘定について、推計手法に改善し、全国消費実態調査の1984 年から
2014 年までの調査票情報を用いての再推計（山崎・酒巻(2018)）

◆無償労働の推計
・1981 年から５年ごとに世帯収入階層別の無償労働の貨幣評価額を推計し、その
収入階層間格差等を分析。収入格差が拡大しているのに対し、無償労働額の収入階
層間格差はほとんど変化していない（浜田2004、浜田2006）
・家事、介護、育児それぞれに関する家計生産物と市場生産物の代替性に着目し、
データベースを整備、モデルを構築し分析。家計生産物は無償労働により家計が生
産、当該部門が目己消費。市場生産物は労働等を用いて産業が生産、家計が消費
（牧野2013）
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使用データ
◆所得支出勘定
総務省「全国消費実態調査」(1994,1999,2004,2009,2014年）

「全国消費実態調査」を用いて、世帯の属性別に推計した勘定表を用いることによ
り、SNA の包括的な記録体系を活かしながら、家計を細分化し分析。山崎・酒巻
(2018)を基に、属性別の所得支出勘定を推計し、世帯主年齢階級別、家族類型別
に所得及び最終消費支出、現物給付の推移をみる

◆無償労働の評価額
総務省「社会生活基本調査」（1991,1996,2001,2006,2011,2016年)

「社会生活基本調査」を用いて、家事、介護・育児、買い物、ボランティアといっ
た無償労働に関する項目を、世帯の属性別に推計。家計内の無償の生産活動に費や
している時間を世帯ごとに集計し、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の男女別
年齢階層別1人当たり時間給を用いて無償労働の貨幣評価額を推計
内閣府「無償労働の貨幣評価」では、国民経済計算のサテライト勘定として位置づ
けられてている
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家計の所得支出勘定と無償労働評価

（１）所得 （２）消費
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資料:内閣府「国民経済計算 制度部門別所得支出勘定」より作成



消費支出＋現物給付＋無償労働＝「全消費」
・消費支出は96年からほぼ横ばい
・現物＋家計サービスは増加 需要のシフト

３．全消費と無償労働
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までのデータは、93SNAデータを用いて、比例的に遡及している。
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 無償労働の積み上げ集計値は、マクロ公表値と大きな差はないが、消費支出お
よび現物給付の推計は、マクロの数値よりも過小となっている

 最終消費支出は、20年間にマクロ公表値では緩やかに増加しているのに対し（
累積で10％増）、積み上げ集計値では逆に緩やかに減少（累計5％減）
⇒ 介護施設入居者の高齢者の食費や医療費などの統計上の取り扱いが要因か



全消費とその内訳
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全消費とその内訳について、1994～2014年の期間を２つに分けて、それぞれの
期間における変化を属性別にみる

◆世帯主年齢別
・世帯主が70歳以上を除くほとんどの年齢の世帯で、全消費が20年間で10％程
度減少
・とくに60代前半までの世代では、最終消費支出が20～25％程度減少している
ために、全消費が大きく減少している

◆世帯類型別
・「夫婦と子ども（共稼ぎ）」、「父子・母子」、「3世代（共稼ぎ）」など子
供がいる世帯で比較的減少幅が大きい
・無償労働がプラスに寄与しており、家計サービスは増加

◆教育と保健・医療に関しての制度変更（制度変更の影響を検討）
⇒ 政府からの現物給付、それに付随する支払が家計の最終消費支出となる

・教育:授業・保育料や塾などへの支払い
・保健・医療:窓口での自己負担、その他関連サービスへの支払い
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1994年→2004年 2004年→ 2014年



-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%
夫
婦
の
み
（
片
働
き
）

夫
婦
の
み
（
共
働
き
）

夫
婦
の
み
（
高
齢
）

夫
婦
と
子
供
（
片
働
き
）

夫
婦
と
子
供
（
共
働
き
）

母
子
世
帯

父
子
世
帯

３
世
代
（
片
働
き
）

３
世
代
（
共
働
き
）

単
身
男
性
（
無
職
）

単
身
男
性
（
就
労
）

単
身
女
性
（
無
職
）

単
身
女
性
（
就
労
）

世
帯
平
均

最終消費支出 現物給付

無償労働 フル消費

1994年→2004年

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

夫
婦
の
み
（
片
働
き
）

夫
婦
の
み
（
共
働
き
）

夫
婦
の
み
（
高
齢
）

夫
婦
と
子
供
（
片
働
き
）

夫
婦
と
子
供
（
共
働
き
）

母
子
世
帯

父
子
世
帯

３
世
代
（
片
働
き
）

３
世
代
（
共
働
き
）

単
身
男
性
（
無
職
）

単
身
男
性
（
就
労
）

単
身
女
性
（
無
職
）

単
身
女
性
（
就
労
）

世
帯
平
均

最終消費支出 現物給付

無償労働 フル消費

2004年→2014年

全消費の変化とその内訳 : 世帯類型別
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教育

12

◆保育給付・教育給付
世帯主20代後半から40代前半で増加し、教育給付は50代で増加
世帯類型別でみても、子供がいる世帯で保育および教育の給付が増加

・保育給付の増加は、2010年代に待機児童解消に向けた保育園整備が進んだ影響
・教育給付の増加は、2010年に開始した高校無償化の影響

◆家計育児サービス
・家計育児サービスの増加は、家庭内の無償労働のうち育児時間が男女ともに⾧く
なり、またそれを評価する賃金が上昇したことを反映

女性の賃金の上昇 ⇒ 子育ての機会費用の上昇 ⇒ 育児時間を減らす方向
保育園の利用 ⇒ 家計育児サービスを代替

・分析期間では、女性の賃金が上昇して労働力率が上昇し、働いていなかった主婦
が労働市場に出ているため、保育園の利用が進む一方で、マクロで見る限り育児時
間は増加している

・保育や教育は、代替的よりも補完的な場合が多い



教育:世帯主年齢階級別
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教育:世帯類型別
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出所） 総務省「社会生活基本調査」より筆者作成

夫婦と子供（片働き）

 1世帯当たりの育児時間は、夫婦ともに増加傾向。
 夫の育児時間の割合が上昇し、 2016年の夫の育児分担は、片働き世帯で15％前

後、共働き世帯で20％前後増加。ただし、子どもの数が増えているわけではない
 共働き世帯の方が妻の育児時間が短いが、夫は大差ない
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無償労働の評価額
世帯主年齢階級別 世帯類型別

出所） 総務省「社会生活基本調査」より筆者作成
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家計介護・看護サービス
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保健医療サービス:世帯主年齢階級別
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1994年→2004年 2004年→ 2014年

• 医療について、70歳以上の世帯で前半10年に急増
• 介護保険の適用が始まり、高齢層では医療から介護へと現物給付の中身がシフト



家計介護・看護
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保健医療サービス:世帯類型別
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1994年→2004年 2004年→ 2014年

• 前半10年、夫婦のみ（高齢）、単身（無職）、３世代の世帯で、介護給付の増
加と医療給付の減少

• 後半10年、3世代(共働き)世帯で、介護給付と家計介護サービスがともに増加



４．結論と課題
家計の属性別（世帯主年齢階級別、類型別）の「全消費」、すなわち消費支出＋現
物給付＋家計サービス（無償労働）の評価額を検討した

◆分析結果
・1990年代半ば以降、消費支出が全般的に減少する中、子供がいる家計を中心に、
現物給付や家計サービスが増加（家計全体として育児にかける時間が⾧くなってい
る）。
・家族属性別にみても代替的であるよりも補完的な場合が多い
・高齢者がいる家計では、医療から介護への現物給付の変化。他方、家計介護・看
護サービスはあまり変化せず

◆今後の課題
・家計サービスと、現物給付や耐久財消費との代替・補完関係などはさらに精査す
る必要。

例えば、家事時間の減少は、外食・中食の消費市場の拡大や時短家電の普及等と
代替的なのか
・共働き世帯が増加する中、妻の働き方による家計の家事・育児、介護の分担はど
のように異なるのか精査する必要。
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＜参考＞無償労働の貨幣評価の推計

（年間の）無償労働の貨幣評価額
＝（年間の）一人当たり無償労働時間×時間当たり賃金×人口

◇機会費用法（Opportunity Cost method:OC法）
・家計が無償労働を行うことによる逸失利益（市場に労働を提供することを見合わせたことによっ
て失う賃金）で評価する方法
・誰が無償労働等を行ったかで評価が変わる（男女の賃金格差などが反映）
・賃金換算には、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」産業計（性別・年齢階層別）所定内平均賃
金率を用いる

◇代替費用法ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄｱﾌﾟﾛｰﾁ（Replacement Cost method, Specialist approach:RC-S法）
・家計が行う無償労働を、市場で類似サービスの生産に従事している専門職種の賃金で評価する
・賃金換算には、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」職種別所定内平均賃金率を用いる

◇代替費用法ｼﾞｪﾈﾗﾘｽﾄｱﾌﾟﾛｰﾁ（Replacement Cost method, Generalist approach:RC-G
法）
・家計が行う無償労働を家事使用人の賃金で評価する
・家事使用人は、家計の無償労働のすべてを行うわけではない
・賃金換算には、既存の調査結果などを基に、家事使用人の賃金率を推計して用いる
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